
沖縄を元気にする
企画会社を作るぞ！

センスのある
お店にしたいわ

創業の
手引

沖縄振興開発金融公庫は
創業支援に積極的に取り組んでいます。
くわしくは、最寄りの本・支店にお気軽にご相談ください。

地元食材を活かした
フレンチのお店！

素敵なフワラーショップを
開きたいわ

これまでの経験が
活かせるぞ

地元の美味しい魚を
みんなに届けたい！

注意!
当公庫と関係のない業者が「公庫と提携している」などと装って、ダイレクトメールや
電話により融資を勧誘したり、あっせんを持ちかけるという事例が発生しています。
このような勧誘等には十分ご注意ください。

新
た
に
事
業
を
始
め
る
み
な
さ
ま
へ

ホームページアドレス
https://www.okinawakouko.go.jp/

本　店 融資第二部　生衛・創業融資班
（098）941-1830

中部支店

北部支店

宮古支店

八重山支店

（098）989-6511

（0980）52-2338

（0980）72-2446

（0980）82-2701
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1.  創業準備の“8つの”      チェックポイント
創業を決意した日から実際に創業するまでの間に、準備すべきことが

いくつもあります。事前にどれくらい検討し、準備をしたかが創業後の経営に
大きく影響します。次のチェックポイントに沿って確認してみましょう。

創業動機・目的は明確ですか
創業する動機を整理し、事業の目的を明確にします。創業する動機は、創業
後の困難を乗り越える原動力となります。

チェックポイント❶

創業する事業について経験や知識はありますか
事業を成功させるためには、技術やノウハウの習得が不可欠であり、これ

までの経験が非常に重要です。勤務時代に培った人脈や信用が、創業後の
取引先の確保につながります。
また、経営者には法律、経理、税務、労務などの幅広い知識も求められます。

チェックポイント❷

創業場所や従業員は確保できますか
業種によっては、創業場所が事業の成否を左右するほど重要です。
また、事業が軌道に乗るまでの間、人件費は大きな負担となりますので、
家族の協力やアルバイトなどの活用も検討してみましょう。

チェックポイント❺

自己資金は準備していますか
創業にかかる費用を借入金に頼ると、創業後、毎月の返済が大きな負担と

なります。事業を成功させるためにも、創業を思い立ったら、着実に自己資金
を蓄えるところから始めましょう。

チェックポイント❻

売上高や利益などを予測してみましたか
売上（収入）や費用（支出）を予測し、最終利益から家計費の支出や借入金

の返済が可能か検討しましょう。検討にあたっては、今までの経験に加え、
同業他社の実績なども参考にしましょう。

チェックポイント❼

創業計画書としてまとめてみましたか
自分の描く事業のイメージを具体的に文字や数字に表してみましょう。
創業計画書を読み返し、自分の計画を客観的に見て、実現可能なものか検討
しましょう。

チェックポイント❽家族の理解はありますか
身近で信頼できる家族の理解と協力が得られれば、創業後のさまざまな
困難を乗り越える際の大きな支えになります。

チェックポイント❸

セールスポイントはありますか
商品、サービス、技術、価格、それらの提供方法などに、顧客を引きつける
独自の特色を出せるか検討します。同業他社にはない独自性や新規性が
求められます。

チェックポイント❹

準備は完了！
創業に向けてスタートしましょう！

創業するみなさまへⅠ
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創業計画って

どうやって

作るのかな？

創業計画の
立て方
2. 創業計画書の作り方
3. 創業計画書の記入例
4. 販売計画
5. 仕入計画
 コラム＊豆知識̶出店場所の選定

6. 資金計画
 コラム＊豆知識̶自己資金の目安

7. 売上予測
8. 収支計画
9. 返済計画
 コラム＊豆知識̶減価償却費

Ⅱ

Q
A 沖縄公庫は事業資金（店舗、機械などの設備資金、人件費や仕入などの運

転資金）をご融資する機関ですので、資本金の払い込みに使う資金について
は対象外となります。そのため、法人を設立して創業する場合は、設立登記
後の法人がご融資の対象となります。

法人設立のための資本金の払い込みにあてる
資金の融資は受けられますか。

Q
A 創業予定地が未定ですと、資金計画が定まらず、収支計画においても立

地条件等を踏まえた売上予測や経費予測が立てられないため、創業計画が
固まらないことになります。そのため、店舗等を賃借する場合は、空き状況等
を確認してお申込みください。
なお、創業予定地の検討にあたっては、「出店場所の選定」（12ページ）も
参考にしてください。

創業予定地が未定ですが、申込みできますか。

Q
A 借入は、事業の成否に関わらず、返済する必要があります。そのため、創

業計画を立てる際は、返済計画も含めて慎重に検討して借入額を考えましょう。
リスクを抑えつつ成功に近づくためにも「小さく生んで大きく育てる」ことを
心がけ、また、計画どおりに進まないリスクも考慮して自己資金を準備しま
しょう。

事業がうまくいかなかった場合、借入はどうなりますか。

お役立ち情報

よくあるご質問 Q A&

沖縄公庫は、専門家が経営に役立つ情報やノウハウなどを解説す
る【経営お役立ち動画】をホームページで発信しています。動画は
テーマごとに短くまとめていますので、お悩みやご
関心に応じて、ぜひご視聴ください。あなたの悩み
を解決するヒントになるかもしれません。

創業計画を考える中で、悩んでいることや
相談したいことはありませんか？

https://www.okinawakouko.go.jp/library/cat:経営お役立ち動画/

5 6



立
て
方

創業計画って

どうやって

作るのかな？

創業計画の
立て方
2. 創業計画書の作り方
3. 創業計画書の記入例
4. 販売計画
5. 仕入計画
 コラム＊豆知識̶出店場所の選定

6. 資金計画
 コラム＊豆知識̶自己資金の目安

7. 売上予測
8. 収支計画
9. 返済計画
 コラム＊豆知識̶減価償却費

Ⅱ

Q
A 沖縄公庫は事業資金（店舗、機械などの設備資金、人件費や仕入などの運

転資金）をご融資する機関ですので、資本金の払い込みに使う資金について
は対象外となります。そのため、法人を設立して創業する場合は、設立登記
後の法人がご融資の対象となります。

法人設立のための資本金の払い込みにあてる
資金の融資は受けられますか。

Q
A 創業予定地が未定ですと、資金計画が定まらず、収支計画においても立

地条件等を踏まえた売上予測や経費予測が立てられないため、創業計画が
固まらないことになります。そのため、店舗等を賃借する場合は、空き状況等
を確認してお申込みください。
なお、創業予定地の検討にあたっては、「出店場所の選定」（12ページ）も
参考にしてください。

創業予定地が未定ですが、申込みできますか。

Q
A 借入は、事業の成否に関わらず、返済する必要があります。そのため、創

業計画を立てる際は、返済計画も含めて慎重に検討して借入額を考えましょう。
リスクを抑えつつ成功に近づくためにも「小さく生んで大きく育てる」ことを
心がけ、また、計画どおりに進まないリスクも考慮して自己資金を準備しま
しょう。

事業がうまくいかなかった場合、借入はどうなりますか。

お役立ち情報

よくあるご質問 Q A&

沖縄公庫は、専門家が経営に役立つ情報やノウハウなどを解説す
る【経営お役立ち動画】をホームページで発信しています。動画は
テーマごとに短くまとめていますので、お悩みやご
関心に応じて、ぜひご視聴ください。あなたの悩み
を解決するヒントになるかもしれません。

創業計画を考える中で、悩んでいることや
相談したいことはありませんか？

https://www.okinawakouko.go.jp/library/cat:経営お役立ち動画/

5 6



?

計画書
2.　創業計画書の作り方

創業計画書の作り方を教えてください。
思い描いた事業をいかにして実現していくかを表したものが創業計画書

です。創業計画書は、金融機関や事業の協力者への説明ツールとなるだけ
ではなく、自分の計画を客観的にみることができ、自分の事業が本当に実現
可能なのかを明らかにします。
何度か書き直すことによって、自分が本当にやりたいことや成功の見込み

などがはっきりしてきます。

● 事業の内容や特徴を整理できる
頭の中に描いていたイメージを書き起こすことで、考えが整理され、事業内容が

よりはっきりとします。

● 事業の強み・弱みを整理できる
創業する事業の強み・弱みを整理することで、強みを生かし、弱みをどのように

カバーするかを考えることができます。

● 欠けていた視点に気づくことができる
創業計画書を作成することで、それまで検討が不足していた事項に気づく

ことができます。

● 関係者からの協力を得やすくなる
金融機関をはじめ、家族、従業員など、関係者（ステークホルダー）に創業計画を

わかりやすく示すことができるため、協力を得やすくなります。

● 創業後に、見込み違いの点や修正すべき点にすぐ気づくことができる
創業後、想定していた売上高や利益が必ずしも達成できるとは限りません。創業
計画を立てていれば、何が想定と違っていて、どこを改善すべきか、気づいたり、
検討しやすくなります。

創業計画書作成の 重要性

○創業動機、事業の目的、将来的なビジョン
どういう目的で何をやりたいのかをはっきりさせます。事業に対する
考え方や熱意、将来的な事業展開を説明します。

○市場調査
これから始める事業の市場規模、将来性、事業を取り巻く環境等を
調べ、事業内容の裏付けとします。

全体の構想・事業イメージ❶

提供する商品、サービス、技術、価格、それらの提供方法にどのような特徴
があるのか、そして対象とする顧客のニーズにいかにマッチしたものであるか
を分かりやすく説明します。
【参考】「４.販売計画」（11ページ）、「5．仕入れ計画」（12ページ）

具体的な事業内容❷

借入については、必ずしも希望どおりの資金調達ができるとは限りません。
中古設備を購入した場合やリースを活用した場合など、いくつかのケースを
想定しておくと、いざというときに慌てないですみます。
【参考】「6.資金計画」（13ページ）

創業時の資金計画❸

創業当初の収支予測と軌道に乗った後の収支予測を立てましょう。
【参考】「3.創業計画書の記入例」（9～10ページ）、
         「7.売上予測」（15～16ページ）、「8．収支計画」（17ページ）

収支計画❹

創業計画書作成の 手順

創業計画の立て方Ⅱ
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2.　創業計画書の作り方

創業計画書の作り方を教えてください。
思い描いた事業をいかにして実現していくかを表したものが創業計画書

です。創業計画書は、金融機関や事業の協力者への説明ツールとなるだけ
ではなく、自分の計画を客観的にみることができ、自分の事業が本当に実現
可能なのかを明らかにします。
何度か書き直すことによって、自分が本当にやりたいことや成功の見込み

などがはっきりしてきます。

● 事業の内容や特徴を整理できる
頭の中に描いていたイメージを書き起こすことで、考えが整理され、事業内容が

よりはっきりとします。

● 事業の強み・弱みを整理できる
創業する事業の強み・弱みを整理することで、強みを生かし、弱みをどのように

カバーするかを考えることができます。

● 欠けていた視点に気づくことができる
創業計画書を作成することで、それまで検討が不足していた事項に気づく

ことができます。

● 関係者からの協力を得やすくなる
金融機関をはじめ、家族、従業員など、関係者（ステークホルダー）に創業計画を

わかりやすく示すことができるため、協力を得やすくなります。

● 創業後に、見込み違いの点や修正すべき点にすぐ気づくことができる
創業後、想定していた売上高や利益が必ずしも達成できるとは限りません。創業
計画を立てていれば、何が想定と違っていて、どこを改善すべきか、気づいたり、
検討しやすくなります。

創業計画書作成の 重要性

○創業動機、事業の目的、将来的なビジョン
どういう目的で何をやりたいのかをはっきりさせます。事業に対する
考え方や熱意、将来的な事業展開を説明します。

○市場調査
これから始める事業の市場規模、将来性、事業を取り巻く環境等を
調べ、事業内容の裏付けとします。

全体の構想・事業イメージ❶

提供する商品、サービス、技術、価格、それらの提供方法にどのような特徴
があるのか、そして対象とする顧客のニーズにいかにマッチしたものであるか
を分かりやすく説明します。
【参考】「４.販売計画」（11ページ）、「5．仕入れ計画」（12ページ）

具体的な事業内容❷

借入については、必ずしも希望どおりの資金調達ができるとは限りません。
中古設備を購入した場合やリースを活用した場合など、いくつかのケースを
想定しておくと、いざというときに慌てないですみます。
【参考】「6.資金計画」（13ページ）

創業時の資金計画❸

創業当初の収支予測と軌道に乗った後の収支予測を立てましょう。
【参考】「3.創業計画書の記入例」（9～10ページ）、
         「7.売上予測」（15～16ページ）、「8．収支計画」（17ページ）

収支計画❹

創業計画書作成の 手順

創業計画の立て方Ⅱ
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3 取引先・取引条件

（1）今回創業予定の業種 婦人服、子供服の小売業
・自分の経験を生かしたい。
・かねてから自分の店をもつことが夢だった。
・○○駅の近くに良い店舗が見つかったため。

有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ・ 特になし

□ 事業を経営していたことはない。
□ 事業を経営していたことがあり、現在もその事業を続けている。
□ 事業を経営していたことがあるが、その事業をやめている。⇒やめた時期　年　月頃

○年○月～ ○年○月 服飾専門学校卒 （　　　　　　　）
○年○月～ ○年○月 （株）○○衣料（婦人服卸）5年勤務 （　　　　　　　）
○年○月～ 年　月 （株）ブティック○○（婦人服小売） （　　　　　　　）
  7年勤務　（現在の月給250千円）
○年○月～ 年　月 退社予定　（退職金30万円） （　　　　　　　）
   （　　　　　　　）

お勤めの期間

取引先名（所在地） シェア 掛取引
の割合

回収･支払
の条件

お勤め先（業種等）

（2）創業（予定）時期 令和　　年　　月

（6）取得されている資格等

（3）創業されるのは、どのような
目的、動機からですか？

（4）過去にご自分で事業を経営して
いたことはありますか？

（5）本事業の経験はありますか。
（お勤め先、勤務年数など創業
に至るまでのご経歴）

①婦人服（約50点揃える。価格3,000円～20,000円） （売上シェア　　％）
②子供服（約30点揃える。価格2,000円～15,000円） （売上シェア　　％）
③その他（付近の同業店で扱っていない輸入小物価格500円～） （売上シェア　　％）
・婦人向けにはトータルコーディネートができるよう、商品ごとの組み合わせを重視した
品揃えにする。アクセサリーなどの小物も豊富に揃える。
・子供向けには親とお揃いの服を揃えるなど、親子でコーディネートを楽しめるような
商品を提供する。

（1）お取り扱いの商品、サービスを
具体的にお書きください。

（2）セールスポイントは何ですか。

創業計画書（事業計画書） 記入例
・ この書類は、ご面談にかかる時間を短縮させるために活用させていただきます。お手数ですが、ご協力のほどお願いいたします。
・ なお、本書類はお返しできませんので、ご了承ください。
・ この書類に代えて、お客様ご自身が作成された計画書を提出いただいても結構です。

お名前

作成年月日 ： 令和　　年　　月　　日

1 創業の動機・事業の経験等

2 取扱商品・サービス

① 一般個人
　（○○地区利用者 ） % %

日〆
日支払

②
　（ ） % %

日〆
日支払

③
　（ ） % %

日〆
日支払

④
　（ ） % %

日〆
日支払

①
　（ ） % %

日〆
日支払

②
　（ ） % %

日〆
日支払

販

売

先

外
注
先

従業員等
常勤役員の人数（法人の方のみ）　　人
従業員数（うち家族従業員） 0人 （0人）
パート・アルバイト 1人

人件費支払
給 与 ボーナス

取引先名（所在地） シェア 掛取引
の割合

回収･支払
の条件

① （株）○○衣料（○○市）
　（元勤務先 ） % %

日〆
日支払

② （株）××商店（○○市）
　（現勤務先の仕入先 ） % %

日〆
日支払

③
　（ ） % %

日〆
日支払

④
　（ ） % %

日〆
日支払

仕

入

先

即金 末
翌末50 100
末

翌末50 100

末
翌 15

日〆
日支払

支給月

今回事業に必要な資金の内訳

設備資金の小計（1）

運転資金の小計（2）
必要額の合計（3）＝（1）+（2） 調達額の合計（5）＝（1）+（2）+（3）+（4）

店舗、機械、車、備品、家賃（敷金のみ）等が対象です。 自己資金（1）

親、兄弟、知人、友人等からの借入（2）

（1）売上高

①
②
③
④
⑤

①
②
③
④
⑤

①
②
③
④
•
•
•
•
•
•

人件費
地代家賃
支払利息
その他経費

借入先 返済方法

借入先 返済方法

沖縄公庫からの借入（3）

他の金融機関等からの借入（4）
商品仕入、家賃、人件費等が対象です。

金額（千円） 必要資金の調達の内訳 金額（千円）

千円

千円
千円
千円
千円

千円

千円

4 今回事業に必要な資金と調達の方法

創業当初 売上高、売上原価、営業費を計算した根拠を記入ください。軌道に乗った頃
（　 年 　月頃）

5 事業の見通し（月平均）

設
備
資
金（
見
積
書
等
添
付
必
要
）

運
転
資
金

合 計

（内訳）
・内装工事費（○○社見積のとおり）
・備品類（○○社見積のとおり）
・商品棚（○○社見積のとおり）
・保証金

6,200

4,000
500
800
900

6,200

2,500

千円6,000

千円8,500

千円1,950 千円2,340 ＜創業当初＞
①売上高
平均単価7,500円、購入客1日10人26日営業
7,500円×10人×26日＝1950千円

②原価率　60％（勤務時の経験から）

③人件費　アルバイト1人、時給1,000円　1日5時間
1,000円×5時間×26日＝130千円

家　賃　150千円
支払利息
6000千円×年○.○％÷12ヵ月＝20千円
その他　リース料・光熱費・通信費等　110千円

＜軌道に乗った後＞
①創業時の1.2倍は可能（勤務時の経験から）
②当初の原価率を採用
③人件費　アルバイト1人増　5万円増
　その他諸経費　5万円増

（2）売上原価（仕入高） 千円1,170 千円1,410

（3）売上総利益

（4）営業費

（3）＝（1）－（2）

（5）差引利益
（5）＝（3）－（4）

※他に参考となる資料がありましたら、計画書に添えてご提出ください。

←事業主分（会社組織の代表者等除く）の人件費と借入金の返済元金は
ここから支払われます。

千円

千円
千円
千円
千円

780

130
150
20
110

180
150
20
160

千円

千円
千円
千円
千円

千円410 510千円
千円370 420千円

930

元金70千円×86回（年○.○％）

千円

千円
千円
千円
千円
千円
千円

（内訳）
・商品仕入
・広告費等諸経費支払

2,300

2,000
300

2,300
8,500

3.　創業計画書の記入例
◎事業を始めるにあたっての計画を簡単にまとめてください。
書式の例と作成のポイントは、下のとおりですので参考と
してください。

【参考書式】

創業動機、
ビジネスモデル

資金計画

収支計画

創業計画の立て方Ⅱ

●創業の動機、経歴、
持っているスキル、
事業の特徴やセー
ルスポイントなどを
記載します。

●販売先や仕入先
が決まっている場
合は、具体的に記
入します。
　また、販売及び仕
入に関する回収・
支払条件につい
て確認しておく必
要があります。
　契約書・注文書な
どがあれば、添付
してください。

●改装費はこの欄に
含めます。

●設備資金については、
見積書などを添付して
ください。

●金額は一致します。

●返済方法など借入条件
について検討しておく
必要があります。

創業計画書の書き方を動画で
分かりやすく解説してます

●人件費は、従業員数も
わかるようにしてくだ
さい。

●売上原価については、
業界平均などをもとに
算出しましょう。

●11～12ページなども
参考にして算出しま
しょう。

●その他の経費は、
具体的に算出して
ください。

●支払利息（月間）は、
　「借入金×年利率÷12ヵ月」で
算出します。

●借入金の返済元金はここから支払われるこ
とになります。個人営業の場合、事業主分の
人件費はここに含まれます。

動画で
わかる！
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3 取引先・取引条件

（1）今回創業予定の業種 婦人服、子供服の小売業
・自分の経験を生かしたい。
・かねてから自分の店をもつことが夢だった。
・○○駅の近くに良い店舗が見つかったため。

有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ・ 特になし

□ 事業を経営していたことはない。
□ 事業を経営していたことがあり、現在もその事業を続けている。
□ 事業を経営していたことがあるが、その事業をやめている。⇒やめた時期　年　月頃

○年○月～ ○年○月 服飾専門学校卒 （　　　　　　　）
○年○月～ ○年○月 （株）○○衣料（婦人服卸）5年勤務 （　　　　　　　）
○年○月～ 年　月 （株）ブティック○○（婦人服小売） （　　　　　　　）
  7年勤務　（現在の月給250千円）
○年○月～ 年　月 退社予定　（退職金30万円） （　　　　　　　）
   （　　　　　　　）

お勤めの期間

取引先名（所在地） シェア 掛取引
の割合

回収･支払
の条件

お勤め先（業種等）

（2）創業（予定）時期 令和　　年　　月

（6）取得されている資格等

（3）創業されるのは、どのような
目的、動機からですか？

（4）過去にご自分で事業を経営して
いたことはありますか？

（5）本事業の経験はありますか。
（お勤め先、勤務年数など創業
に至るまでのご経歴）

①婦人服（約50点揃える。価格3,000円～20,000円） （売上シェア　　％）
②子供服（約30点揃える。価格2,000円～15,000円） （売上シェア　　％）
③その他（付近の同業店で扱っていない輸入小物価格500円～） （売上シェア　　％）
・婦人向けにはトータルコーディネートができるよう、商品ごとの組み合わせを重視した
品揃えにする。アクセサリーなどの小物も豊富に揃える。
・子供向けには親とお揃いの服を揃えるなど、親子でコーディネートを楽しめるような
商品を提供する。

（1）お取り扱いの商品、サービスを
具体的にお書きください。

（2）セールスポイントは何ですか。

創業計画書（事業計画書） 記入例
・ この書類は、ご面談にかかる時間を短縮させるために活用させていただきます。お手数ですが、ご協力のほどお願いいたします。
・ なお、本書類はお返しできませんので、ご了承ください。
・ この書類に代えて、お客様ご自身が作成された計画書を提出いただいても結構です。

お名前

作成年月日 ： 令和　　年　　月　　日

1 創業の動機・事業の経験等

2 取扱商品・サービス

① 一般個人
　（○○地区利用者 ） % %

日〆
日支払

②
　（ ） % %

日〆
日支払

③
　（ ） % %

日〆
日支払

④
　（ ） % %

日〆
日支払

①
　（ ） % %

日〆
日支払

②
　（ ） % %

日〆
日支払

販

売

先

外
注
先

従業員等
常勤役員の人数（法人の方のみ）　　人
従業員数（うち家族従業員） 0人 （0人）
パート・アルバイト 1人

人件費支払
給 与 ボーナス

取引先名（所在地） シェア 掛取引
の割合

回収･支払
の条件

① （株）○○衣料（○○市）
　（元勤務先 ） % %

日〆
日支払

② （株）××商店（○○市）
　（現勤務先の仕入先 ） % %

日〆
日支払

③
　（ ） % %

日〆
日支払

④
　（ ） % %

日〆
日支払

仕

入

先

即金 末
翌末50 100
末
翌末50 100

末
翌 15

日〆
日支払

支給月

今回事業に必要な資金の内訳

設備資金の小計（1）

運転資金の小計（2）
必要額の合計（3）＝（1）+（2） 調達額の合計（5）＝（1）+（2）+（3）+（4）

店舗、機械、車、備品、家賃（敷金のみ）等が対象です。 自己資金（1）

親、兄弟、知人、友人等からの借入（2）

（1）売上高

①
②
③
④
⑤

①
②
③
④
⑤

①
②
③
④
•
•
•
•
•
•

人件費
地代家賃
支払利息
その他経費

借入先 返済方法

借入先 返済方法

沖縄公庫からの借入（3）

他の金融機関等からの借入（4）
商品仕入、家賃、人件費等が対象です。

金額（千円） 必要資金の調達の内訳 金額（千円）

千円

千円
千円
千円
千円

千円

千円

4 今回事業に必要な資金と調達の方法

創業当初 売上高、売上原価、営業費を計算した根拠を記入ください。軌道に乗った頃
（　 年 　月頃）

5 事業の見通し（月平均）

設
備
資
金（
見
積
書
等
添
付
必
要
）

運
転
資
金

合 計

（内訳）
・内装工事費（○○社見積のとおり）
・備品類（○○社見積のとおり）
・商品棚（○○社見積のとおり）
・保証金

6,200

4,000
500
800
900

6,200

2,500

千円6,000

千円8,500

千円1,950 千円2,340 ＜創業当初＞
①売上高
平均単価7,500円、購入客1日10人26日営業
7,500円×10人×26日＝1950千円

②原価率　60％（勤務時の経験から）

③人件費　アルバイト1人、時給1,000円　1日5時間
1,000円×5時間×26日＝130千円

家　賃　150千円
支払利息
6000千円×年○.○％÷12ヵ月＝20千円

その他　リース料・光熱費・通信費等　110千円

＜軌道に乗った後＞
①創業時の1.2倍は可能（勤務時の経験から）
②当初の原価率を採用
③人件費　アルバイト1人増　5万円増
　その他諸経費　5万円増

（2）売上原価（仕入高） 千円1,170 千円1,410

（3）売上総利益

（4）営業費

（3）＝（1）－（2）

（5）差引利益
（5）＝（3）－（4）

※他に参考となる資料がありましたら、計画書に添えてご提出ください。

←事業主分（会社組織の代表者等除く）の人件費と借入金の返済元金は
ここから支払われます。

千円

千円
千円
千円
千円

780

130
150
20
110

180
150
20
160

千円

千円
千円
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3.　創業計画書の記入例
◎事業を始めるにあたっての計画を簡単にまとめてください。
書式の例と作成のポイントは、下のとおりですので参考と
してください。
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創業動機、
ビジネスモデル

資金計画

収支計画

創業計画の立て方Ⅱ
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持っているスキル、
事業の特徴やセー
ルスポイントなどを
記載します。

●販売先や仕入先
が決まっている場
合は、具体的に記
入します。
　また、販売及び仕
入に関する回収・
支払条件につい
て確認しておく必
要があります。
　契約書・注文書な
どがあれば、添付
してください。

●改装費はこの欄に
含めます。

●設備資金については、
見積書などを添付して
ください。
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●返済方法など借入条件
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必要があります。

創業計画書の書き方を動画で
分かりやすく解説してます

●人件費は、従業員数も
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さい。
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業界平均などをもとに
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参考にして算出しま
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●その他の経費は、
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ください。
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●借入金の返済元金はここから支払われるこ
とになります。個人営業の場合、事業主分の
人件費はここに含まれます。

動画で
わかる！
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COLUMN

知識 出店場所の選定

□ 資金的に無理のない物件（場所）か
□ 自身で所有する土地・建物の活用は検討したか
□ 立地条件にマッチした商品やサービスを提供できるか
□ 不利と思われる立地の場合は、それを補う工夫があるか

主な

販売計画は経営戦略の重要な項目です。主な検討項目は次のとおりです。
各項目は互いに関連しているので十分に検討しましょう。

業種によっては、店舗や事務所の立地も事業の
成否を左右する重要なポイントとなります。
一般的に立地の良い場所は地価や家賃が高く、

その負担で採算が合わなくなるリスクがあります。
出店場所の選定にあたっては、資金計画、販売戦略
等を考慮して検討しましょう。製造業など販売先（受注先）が特定される場合は、次の点についても考えて

おきましょう。
○相手先が信用のおける企業かどうか
○継続した受注の確保が可能かどうか、自分の技術にあっているか
○掛け売りの場合は、後日のトラブルを防ぐためにも回収条件がどうなっているか

4.　販売計画

必要な売上高を確保するためには、従業員を雇う必要がある
のか、家族のみで対応できるのか検討します。①だれが

どのような顧客層をターゲットとするのか明確にします。顧客
層をどこにしぼり込むかによって、客単価や商品の品ぞろえが
異なってきます。

②だれに

顧客層や立地条件などによって、取り扱う商品や提供する
サービスを決めます。③何を

対面販売にするのか、セルフサービスにするのか、通信販売に
するのかなど、どのような販売方法をとるのか検討します。④どのように

仕入は、販売（売上）や利益にも直接影響する大切な項目です。 
次の項目について検討しましょう。

5.　仕入計画

仕入についての検討項目を教えてください。

売れ筋商品や販売戦略に沿った商品を確保できるかどうか
を検討します。①何を

必要な時期に、必要な商品を安定して供給してくれる仕入先の
確保が重要です。②どこから

現金なのか、買掛は可能か、支払いサイトはどうなっているのか
確認します。③どんな条件で

過剰在庫は資金繰りを圧迫します。計画的な仕入が大切です。④計画的に

業種や顧客層にマッチした立地を選びます。また、立地条件に
合った取扱商品、販売方法などについても検討します。⑤どこで

現金なのか、掛け売りなのか、または客商売の場合、どのような
決済方法を導入するかなど、販売条件を検討します。⑥販売条件は

顧客の利便性や需要も踏まえて、営業時間をどうするのか
検討します。⑦時間は

チェック
ポイント

創業計画の立て方Ⅱ 創業計画の立て方Ⅱ

販売についての検討項目を教えてください。

飲食店の
出店立地の考え方

動画で
わかる！
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自己資金の目安

創業にあたっては、資金がいくら必要で、それをどう調達するかを検討し
なければなりません。これを資金計画といいます。
創業に必要なすべての資金と、その調達方法について下の表を参考にま

とめてみましょう。

新たに事業を始めようとする場合、「自己資金はどれくらいあれば
よいか」が気になる方も多いと思います。沖縄公庫調査部の調査によると、
創業資金総額に占める自己資金の割合は、27%となっています。自己
資金以外には、金融機関からの借入金が70%、その他が3%となって
います。
事業が軌道に乗るまでにはどうしても時間がかかります。借入に依存

した計画では、思ったほど売上が上がらなかったり、予想外の出費が
かさんだりすると、資金繰りが苦しくなる場合があります。自己資金と
借入金のバランスを考え、余裕を持った資金計画を立てることが大切です。

6.　資金計画

必要な資金

設
備
資
金

運
転
資
金

金 額 金 額調達の方法

合 計 合 計

必要な資金と調達の方法

創業資金の
調達先
合計

（1,410万円）

*各合計の金額は一致させてください。
※「3.創業計画書の記入例」（9～10ページ）を参考にしてください。

資料 :『公庫レポート◇沖縄公庫取引先から
みた新規開業の現状 2015』2015.10

千円

千円

千円

* *

千円

千円

千円

店舗、工場、機械、備品、
車両など
（内訳）

自己資金

親、兄弟、知人、友人等から
の借入
（内訳・返済方法）

沖縄公庫からの借入

他の金融機関等からの借入
（内訳・返済方法）

商品仕入、経費支払資金
など
（内訳）

千円

千円

金融機関
70%70%
（986万円）（986万円）

自己資金
27%27%
（387万円）（387万円）

その他
3%3%（37万円）（37万円）

COLUMN

知識

資金計画の立て方を教えてください。

ゆとりをもった
計画で。

創業計画の立て方Ⅱ
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? 売上

7.　売上予測

売上予測の方法を教えてください。
主な売上予測の方法は次のとおりです。業種の特性を考え最も適した
方法を選び、検討してみましょう。
また、業界平均に地域事情などを加味することや、域内同業他社の動向を
捉える（リサーチ）など、他の方法もあわせて多角的に売上高を予測すること
が大切です。

1 販売業で店舗売りのウエイトが大きい業種
（コンビニエンスストアなど）

1㎡（または1坪）当たりの売上高 売場面積
［例］ 業種：コンビニエンスストア
 ・売場面積100㎡
 ・1㎡当たりの売上高（月間）13万円

売上予測（1ヵ月）=13万円×100㎡=1,300万円

［算式］

3 労働集約的な業種
（自動車販売業、化粧品販売業、ビル清掃業など）

［例］ 業種：自動車小売業
 ・従業者3人
 ・従業者1人当たりの売上高（月間）280万円

売上予測（1ヵ月）=280万円×3人＝840万円

従業者1人当たりの売上高［算式］ 従業者数

4 設備が直接売上に結びつき、
設備単位当たりの生産能力がとらえやすい業種
（部品加工業、印刷業、運送業など）

［例］ 業種：部品（ボルト）加工業
 ・旋盤2台
 ・1台当たりの生産能力1日（8時間稼働）当たり500個
 ・加工費@50円月25日稼働

売上予測（1ヵ月）=50円×500個×2台×25日=125万円

設備の生産能力［算式］ 設備数

2 飲食業、理・美容業などサービス業関係業種

［例］ 業種：飲食業（居酒屋）
 ・座席数　25席
 ・1日あたりの座席回転数
   昼 0.7回転、月～木夜0.5回転、金・土夜0.9回転
   客単価　昼900円、夜4,000円
   月26日稼働（日曜定休日）

昼  900円×25席×0.7回転×26日＝41万円
夜（月～木曜）4,000円×25席×0.5回転×18日＝90万円
　（金・土曜）4,000円×25席×0.9回転×  8日＝72万円
  合計203万円

売上予測
（1ヵ月）＝

客単価 設備単位数（席数）［算式］ 回転数

創業計画の立て方Ⅱ
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新たに事業を始めようとする方にとっては、「これから始める事業は、

どれくらいの利益がでるのか」という点が、一番気にかかるところでしょう。
創業後の収支の見込みを収支計画といいます。
予測にあたっては、「経営環境」、「業界事情」、「設備能力」、「競合状況」、

「価格の推移」などについて総合的に検討してください。
下の表を参考に収支の見込みを検討してみましょう。

8.　収支計画

収支計画の立て方を教えてください。
借入金の返済は利益から行われます。しかし、利益をすべて返済に充てる

ことはできません。税金の支払いや、個人の場合は生活費などが必要です。
下の損益計算書をもとに、無理のない返済が可能か、生活の目処が
立つか十分に検討してください。

あなたの立てた売上予測高を計上します。さまざまな角度
から達成可能な売上高を予測してください。

原価は一般的には「売上高×原価率」で求めます。
原価率は業種や商品などによって異なりますが、業界平均値
を基にあなたの考えている販売戦略などを加味し、原価を
求めてください。

営業経費には、毎月決まった額の支払が必要なものと売上
高に応じて金額が変わるものとがあります。
減価償却費については、次のページで解説しています。
その他には、人件費、家賃、減価償却費を除いたすべての
営業経費を具体的に算出します。

返済財源
返済財源③=減価償却費①+当期利益②
収支見込（資金収支）
収支見込=返済財源③－借入金返済元金－生活費（個人企業の場合）

9.　返済計画

返済計画の立て方を教えてください。

創業後の見通し（月平均）

※「3.創業計画書の記入例」（9～10ページ）を参考にしてください。

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

創 業 当 初

科 目

売 上 高
（売上予測高）

売 上 原 価
（ 仕 入 ）

内容・留意点等

売 上 高 ①

売 上 原 価 ②

利益①－②－③

人 件 費

家 賃

支払利息

そ の 他

合 計 ③

人 件 費
家 賃
減価償却費①
そ の 他
　 計 　

営 業 利 益
営 業 外 収 入
営 業 外 費 用
税 引 前 利 益
法人税等充当額
当 期 利 益 ②

経

費

営
業
経
費

軌道に乗った後

損 益 計 算 書

「売上高－（売上原価+営業経費）」で算出します。
受取利息、賃貸料収入など営業以外の収入です。
支払利息など営業以外の費用です。
「営業利益+営業外収入－営業外費用」で算出します。
「税引前利益×40%」が目安です。（法人の場合）
「税引前利益－法人税等充当額」で算出します。

創業計画の立て方Ⅱ 創業計画の立て方Ⅱ
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減価償却費
機械などは使用や時間の経過とともに経済的価値が低下します。機械

などが使えなくなるまでの期間（耐用年数）、その価値の低下を必要経費と
することができ、これを減価償却費といいます。
減価償却が必要な主な固定資産は、建物、機械装置、車両運搬具、工具・
器具・備品などです。
減価償却費の一般的な計算方法には、定額法と定率法があります。

原則として、個人の場合は定額法が適用されます。ただし、創業した翌年の
3月15日までに所轄の税務署へ申請書を提出して、その承認を受ければ
建物を除き、定率法を選定することもできます。
どちらを採用しても減価償却費の最終的な合計額は同じですが、表に
あるように定額法のほうが初期の費用負担は少なくなります。

●償却法の選び方

減
価
償
却
費

減
価
償
却
費

時間時間

COLUMN

知識

創業の
基礎知識
10. 事業形態
11. 許認可手続き
12. 創業に伴う届出
13. フランチャイズヘの加盟
 コラム＊豆知識̶リース契約

14. 従業員の採用
15. 経理
16. 資金繰り
 コラム＊豆知識̶頼れる資金調達先（沖縄公庫以外）

17. 税金

Ⅲ
定額法
毎年同額で償却して
いく方法です。

定率法
初年度の償却費が最も多く、
その後、年を追うごとに
償却費は減少していきます。

減
価
償
却
費

減
価
償
却
費

時間時間

創業には

どんな知識が

必要なんだろう？

19 20
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個人 法人

事業形態を個人とするのか法人（会社）とするのかについては、事業
規模、業種、将来をどう見込んでいるかなどによって異なってきます。融
資を受ける上で、どちらが有利ということはありません。
次の表を参考にどちらにするか検討しましょう。

10.　事業形態

個人と法人ではどちらがよいですか。

創業手続

個人と法人の特徴の比較

信 用

税 金

責 任

個人の場合は、簡単で費用もかかりません。
法人の場合は、会社設立手続に手間と費用がかかります。

保 健 所 警 察 署 県庁及びその他省庁

• 飲食店営業
• 菓子製造業
• 食肉販売業
• 魚介類販売業
• 旅館業
• 理容業
• 美容業
• クリーニング業
• 食品製造業
• 食料品等販売業
• 医薬品等の販売業
• 病院・診療所
• 歯科技工所
• 施術所（鍼灸院、接骨院）
• コインランドリー

  など

• 古物商
• 警備業
• 指定自動車教習所
• 道路使用の営業
• 自動車運転代行業
• 風俗営業

  など

• 酒類販売業
• 旅行業
• 各種学校
• 幼稚園
• 認可保育園
• 認可外保育園
• 介護・福祉施設等
• 旅行業
• 宅地建物取引業
• 建設業
• 運送業
• 産業廃棄物処理業
• 人材派遣業
• 自動車整備業
• 倉庫業
• ガソリンスタンド
• 動物病院
• 動物取扱業

  など

個人の場合、事業の成果はすべて個人のものとなりますが、
事業に万一のことがあると、個人の全財産をもって弁済しな
ければなりません（無限責任）。
法人（会社）の場合は、会社と個人の財産は区別されており、
会社を整理するときには、出資分を限度に責任を負います
（有限責任(合資会社の社員の一部および合名会社の社員を
除く。）)。
ただし、代表者が取引に際して連帯保証をする場合は、保証
責任を負います。

事業所得が低い場合はあまり差はありません。所得が大きく
なると法人の方が節税効果が高くなります。

一般的には法人の方が信用力に優れ、大きな事業を行う場合
や、取引先の開拓、従業員の確保といった面では比較的有利
といえます。

我が国の社会全体として、一定の衛生水準や技術水準などを確保すると
いう考え方から、法令により許可、認可、登録、免許、指定、届出および認証を
必要とする事業が数多くあります。たとえば、飲食店の場合は保健所の許可が
必要ですし、酒類販売業では税務署の免許が必要です。
あなたが創業しようとする業種について、許認可が必要かどうか調べて

おく必要があります。許認可が必要かどうかわからないときは、行政書士等に
確認してみてください。
主な受付窓口と許認可営業は、次のとおりです。

11.　許認可手続き

許認可について教えてください。

創業の基礎知識Ⅲ 創業の基礎知識Ⅲ

21 22



? ?

個人 法人

事業形態を個人とするのか法人（会社）とするのかについては、事業
規模、業種、将来をどう見込んでいるかなどによって異なってきます。融
資を受ける上で、どちらが有利ということはありません。
次の表を参考にどちらにするか検討しましょう。

10.　事業形態

個人と法人ではどちらがよいですか。

創業手続

個人と法人の特徴の比較

信 用

税 金

責 任

個人の場合は、簡単で費用もかかりません。
法人の場合は、会社設立手続に手間と費用がかかります。

保 健 所 警 察 署 県庁及びその他省庁

• 飲食店営業
• 菓子製造業
• 食肉販売業
• 魚介類販売業
• 旅館業
• 理容業
• 美容業
• クリーニング業
• 食品製造業
• 食料品等販売業
• 医薬品等の販売業
• 病院・診療所
• 歯科技工所
• 施術所（鍼灸院、接骨院）
• コインランドリー

  など

• 古物商
• 警備業
• 指定自動車教習所
• 道路使用の営業
• 自動車運転代行業
• 風俗営業

  など

• 酒類販売業
• 旅行業
• 各種学校
• 幼稚園
• 認可保育園
• 認可外保育園
• 介護・福祉施設等
• 旅行業
• 宅地建物取引業
• 建設業
• 運送業
• 産業廃棄物処理業
• 人材派遣業
• 自動車整備業
• 倉庫業
• ガソリンスタンド
• 動物病院
• 動物取扱業

  など

個人の場合、事業の成果はすべて個人のものとなりますが、
事業に万一のことがあると、個人の全財産をもって弁済しな
ければなりません（無限責任）。
法人（会社）の場合は、会社と個人の財産は区別されており、
会社を整理するときには、出資分を限度に責任を負います
（有限責任(合資会社の社員の一部および合名会社の社員を
除く。）)。
ただし、代表者が取引に際して連帯保証をする場合は、保証
責任を負います。

事業所得が低い場合はあまり差はありません。所得が大きく
なると法人の方が節税効果が高くなります。

一般的には法人の方が信用力に優れ、大きな事業を行う場合
や、取引先の開拓、従業員の確保といった面では比較的有利
といえます。

我が国の社会全体として、一定の衛生水準や技術水準などを確保すると
いう考え方から、法令により許可、認可、登録、免許、指定、届出および認証を
必要とする事業が数多くあります。たとえば、飲食店の場合は保健所の許可が
必要ですし、酒類販売業では税務署の免許が必要です。
あなたが創業しようとする業種について、許認可が必要かどうか調べて

おく必要があります。許認可が必要かどうかわからないときは、行政書士等に
確認してみてください。
主な受付窓口と許認可営業は、次のとおりです。

11.　許認可手続き

許認可について教えてください。

創業の基礎知識Ⅲ 創業の基礎知識Ⅲ

21 22



? 労働基準監督署

12.　創業に伴う届出

（1）税務署等への届出と留意点

創業に伴う届出については、税務関係と社会保険関係とがあります。
主な届出、内容などについては次の一覧表を参考にしてください。

①開業届出書

②青色申告承認申請書
（青色申告をしたいとき）

事業開始等申告書 
（開業等届出書）

③給与支払い事務所等
の開設届出書 
（従業員を雇うとき）

・事業を開始した日から1カ月以内

①法人設立届出書

②給与支払事務所等の
開設届出書
③棚卸資産の評価方法
の届出書

④減価償却資産の償却
方法の届出書

事業開始等申告書
（法人設立・設置届出書）

⑤青色申告承認申請書
（青色申告したいとき）

・設立の日から2ヵ月以内
・定款等の写しや登記簿謄本などの定
められた書類の添付が必要

・給与支払事務所等を設けた日から 
1ヵ月以内

・確定申告の提出期限まで
（届出がない場合は、最終仕入原価法となります）

・確定申告の提出期限まで
（届出がない場合は、建物を除き定率法となります）

・各都道府県で定める日
（例えば沖縄県の場合は、設立の日から2ヵ月以内）

・設立3ヵ月を経過した日と最初の事業年度
終了日のうち、いずれか早い日の前日まで

・事業を開始した日から2ヵ月以内 
（事業を開始した日が1月1日から1月15日
 の場合は、3月15日まで）

・各都道府県で定める日 
（例えば沖縄県の場合は、事業を開始した日
 から1ヵ月以内）

・開設した日から1ヵ月以内

届 出 先

税 務 署

各都道府県
税 事 務 所
（市町村役場）

種 類 提出期限・留意点等

※一部、上記以外に届出等が必要または不要な場合や、届出およびその期限等が異なる場合があります。
詳しくは各届先にお問い合わせください。

※一部、上記以外に届出等が必要または不要な場合や、届出およびその期限等が異なる場合があります。
詳しくは各届出先にお問い合わせください。

（注）個人の事業主は、国民健康保険、国民年金の適用となります。
　　届出先は、市町村役場です。

個

人

税 務 署

各都道府県
税 事 務 所
（市町村役場）

法

人

（2）社会保険関係の届出と留意点

健康保険、厚生年金保険
①新規適用届
②被保険者資格取得届
③（法人の場合）
履歴事項全部証明書

　（個人の場合）
事業主の世帯全員の
住民票　など

・法人の場合
常時従業員（事業主のみの場合も含み
ます。）を使用するすべてが加入
・個人の場合（注）
常勤の従業員5人以上はすべて加入
（サービス業の一部等についてはこの
限りではありません。）
常勤の従業員5人未満は任意加入

届 出 先

年 金 事 務 所

雇用保険
①雇用保険適用事業所
設置届

②雇用保険被保険者資
格取得届

など

個人、法人ともに従業員を雇用する場合
には適用事業所となる
①設置の日の翌日から10日以内
②資格取得の事実があった日の翌月10
日まで

公共職業安定所
（ハローワーク）

労災保険
①保険関係成立届
②概算保険料申告書

など

適用事業所は雇用保険と同じ
①保険関係が成立した日の翌日から 
10日以内
②保険関係が成立した日の翌日から 
50日以内

労働基準監督署
など

種 類 提出期限・留意点等

創業の基礎知識Ⅲ

創業に伴う届出について教えてください。
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さまざまな事業分野でフランチャイズチェーン（FC）が展開されています。
それぞれのFCにはさまざまな特色があります。各FC本部から資料を取り
寄せ、本部の事業規模、加盟店の状況、事業活動などについて検討しましょう。
また、予想していたほどの収益がでないなどの理由で、トラブルになる
ケースもあるため、次のような検討が必要です。

事業の成果は、結局は経営者の能力や経営姿勢などにかかっています。
成功のためには、FCの信頼性以上にあなたの経営者としての努力や熱意が
重要であることを心に留めておいてください。

13.　フランチャイズへの加盟

FC本部が経営指導など、どのような支援を提供してくれるのかよく確認する。
不足点を補ってくれる本部選びを!
●FC本部の指導には、事業のノウハウや技術に関する指導のほか、法律・
税務・資金繰りなどに関するものがあります。それぞれの内容について、
その充実度を加盟前にチェックしましょう。  
自分に不足している点を補ってくれるか、計画とマッチしているか等
の観点で本部を選びましょう。

現在営業しているFC加盟店に実態を直接聞いてみる。
加盟店訪問の有効活用を!
●直接オーナーから体験談や営業状況を聞くことで、そのFCの実態がより
明確になります。また異なるFCの加盟店から話を聞くことで、それぞれの
FCの特徴がみえてくるでしょう。事前にFC加盟店を訪問することは、
加盟先選びの有効な手段です。

収支見込みは自分で検討してみる。
FCに頼りすぎない!
●同じFCに加盟していても、個々の加盟店の売上等には差がでるのが実情
です。収支見込みなど、FC本部から提示されたデータを参考にするとと
もに、自分でも検討してみましょう。

契約書は納得するまで確認する。

リース契約
リース契約とは機械設備等を長期にわたって借り受ける契約のこと
です。事業者の間では広く活用されている方法ですが、リース契約が
どのようなものか知らないと、後 ト々ラブルの原因となります。

COLUMN

知識

○創業資金の圧縮
リースで貸与される設備投資分の資金手当てが不要に
なります。
○最新設備への更新
性能や機能の向上が目覚ましい設備は、短期間で陳腐
化しがちですが、リース契約にすることで、リース期間
終了後に最新の設備へ更新が可能です。

●リース契約の特徴

メリット

○リース期間内の中途解約ができない場合があります。
○リース物件の保守点検や修理などのメンテナンスは、
利用者の負担となります。利用者自身でのメンテナンス
が無理な場合は、別に保守契約を結ぶ必要があります。
○リース料金の支払が毎月発生します。支払可能な金額か
どうかを検討しましょう。

留 意 点

○一般に借入よりも金利が割高です。デメリット

創業の基礎知識Ⅲ

加盟にあたっての留意点を教えてください。
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知識
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Account
Book

自分の事業に従業員は本当に必要なのか、どのような人材が必要な
のか、何人雇うのが適当なのかを検討します。

採用する人材、人数❶

かつての同僚や友人など自分の人脈から採用する方法と、ハロー
ワークやシルバー人材センター、求人サイト、求人情報誌、求人チラシ、
店頭での求人広告などにより採用する方法があります。

採用方法❷

○仕事の内容、給与、勤務時間、休暇などの勤務条件を明確に説明
します。
○従業員がやりがいを感じるように、経営者の事業に対する考え方を
説明します。
○求める人材であるかどうかを判断するための質問をします。

面接❸

○合否の決定はできるだけ速やかに連絡します。
○採用を決めたら、契約期間、仕事内容、賃金などを書いた雇用契約
書を作成します。

採用❹

14.　従業員の採用
創業の基礎知識Ⅲ

従業員採用のポイントを教えてください。

（1）採用までの流れ

（2）その他の留意点

事業実績のない創業時は、従業員の確保が難しい時期です。従業員を
採用する際の留意点をみてみましょう。

○人材派遣会社の派遣社員を活用する方法もあります。
○飲食業などのように忙しい時間帯が限られている事業なら、パートタイマーやアル
バイト、スポットワーカーを効果的に使うと、経費の削減につながります。
○従業員を雇用すると、関係機関への届出が必要です。 
　「12.創業に伴う届出」（23～24ページ）を参考にしてください。

販売、仕入、人件費・諸経費支払等の発生
取引の発生・現金の動き❶

総勘定元帳、売掛帳、買掛帳の作成
帳簿の作成❷

事業年度（個人事業は1月1日から12月31日まで）における最終的な
利益（損失）をまとめる作業です。
法人の場合は決算書を作成する作業になります。

決算処理❸

決算処理で作成された資料をもとに確定申告書を作成し税務署に
提出します。
確定申告によりその事業年度の納税額が確定します。

確定申告❹

15.　経　理
創業の基礎知識Ⅲ

経理について教えてください。

経理の流れ

経理は事業活動に伴う資金の流れを把握するためにあります。事業の
実態を数字で正確に把握することは、経営判断を正しく行うために欠か
せません。
経理の知識は、経営者にとって欠かすことのできないものです。

実際の記帳、申告などで不明な点が生じた場合は、税理士などの専門
家にお願いするか、商工会議所・商工会、青色申告会、税務署で記帳相談
などを受けるとよいでしょう。
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16.　資金繰り
創業の基礎知識Ⅲ

資金繰りについて教えてください。
資金繰りとは現金の出入り（収支）をチェックし、事業資金が不足しない

ようにすることです。帳簿上もうかっていても、支払いに回す資金が不足
してくると資金繰りは苦しくなります。資金繰りが苦しくなる原因は主に
次の点にあります。
○売上があっても回収条件が長期であったり、受取手形での回収となり、すぐ
に現金化できない。
○借入金の返済など、費用として計上されない現金での支出が多い。
○売掛金の回収が長期の条件に変わったり、買掛金の支払期間が短くなった
りして、回収と支払いのバランスが崩れる。

資金繰りを誤らないためには、運転資金にゆとりを持つことが大切です。
次のような資金繰り表で運転資金の不足見通しを事前にチェックしま
しょう。

COLUMN

知識 頼れる資金調達先 （沖縄公庫以外）

❶ 親・兄弟や知人
まずは、信頼できる身近な人に創業計画を相談してみましょう。計画を説明して
賛同を得られれば、資金を融通してもらえる可能性もあります。長期の返済を認め
てもらえるなど理想的な条件を組みやすく、最も頼れる先です。

❷ 自治体
県や市などが創業者向け融資制度を設けている場合もあります。制度の名称や
融資条件はそれぞれ異なりますので、創業予定地の自治体の担当課に問い合わせて
みましょう。自治体が支給する補助金などもあわせて問い合わせるとよいでしょう。

❸ 民間金融機関
事業を長く続け、拡大していくうえで、民間金融機関との取引は
欠かせません。民間金融機関は、短期的な資金ニーズにも対応
できるため、資金調達先として非常に重要です。

資金繰り表（例）
（単位：万円）

9月

前期繰越高A

予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績

収入合計 B

支出合計 C

翌日繰越高（A＋B－C）

現金売上

売掛金回収

借入

雑収入等

現金仕入

買掛金支払

支払手形決済

借入金返済

給料・諸経費支払

120

50

600

0

0

50

700

30

350

0

10

200

－

590

230

120

60

600

0

0

50

710
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350

0

10

200

－

580

250

310

100

550
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0

50
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350
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10

220

－

730
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600
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0

50

750
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100

10

200

－

1,210

▲80

▲80

50

1,300

100

0

50

1,500

50

350

100

10

200

－

710

710

収

入

支

出

1月 2月12月

受取手形
入金・割引

生活費
（個人企業）

手
元
に
入
る
現
金
の
金
額
を
記
入

手
元
の
現
金
を
支
払
う
金
額
を
記
入

12月に大きな売上がある予定。
この入金予定は2月。
一方で仕入の支払日は1月中・・・。

資金不足が予想されます。
事前に何らかの資金手当てが必要です。

29 30



?

16.　資金繰り
創業の基礎知識Ⅲ

資金繰りについて教えてください。
資金繰りとは現金の出入り（収支）をチェックし、事業資金が不足しない
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資金繰りを誤らないためには、運転資金にゆとりを持つことが大切です。
次のような資金繰り表で運転資金の不足見通しを事前にチェックしま
しょう。
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事業を長く続け、拡大していくうえで、民間金融機関との取引は
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できるため、資金調達先として非常に重要です。

資金繰り表（例）
（単位：万円）
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現金売上

売掛金回収

借入
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借入金返済

給料・諸経費支払

120

50

600

0

0

50

700

30

350

0

10

200

－

590

230

120

60

600

0

0

50

710

20

350

0

10

200

－

580

250

310

100

550

100

0

50

800

50

350

100

10

220

－

730

380

380

50

600

50

0

50

750

50

850

100

10

200

－

1,210

▲80

▲80

50

1,300

100

0

50

1,500

50

350

100

10

200

－

710

710

収

入

支

出

1月 2月12月

受取手形
入金・割引

生活費
（個人企業）

手
元
に
入
る
現
金
の
金
額
を
記
入

手
元
の
現
金
を
支
払
う
金
額
を
記
入

12月に大きな売上がある予定。
この入金予定は2月。
一方で仕入の支払日は1月中・・・。

資金不足が予想されます。
事前に何らかの資金手当てが必要です。
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（1）個人にかかる税金

17.　税　金
事業所得にかかる税金について
教えてください。

企業を取り巻く税金にはさまざまなものがあります。
詳しくはお近くの税務署、自治体または税理士などの専門家にお問い
合わせください。

創業の基礎知識Ⅲ

所得金額に応じてかかります。

均等でかかる均等割と、前年
の所得に応じてかかる所得割
からなります。

原則所得金額に応じてかかり
ます。

翌年2月16日～3月15日に
税務署に申告します。

所得税の確定申告をすれば
特に申告の手続きは必要あり
ません。

申告手続きは個人住民税と
同じです。

種 類

所 得 税

個人事業税

個人住民税
①道府県民税
②市町村民税

税金の概要 申告手続き等

国
税

地
方
税

（2）法人にかかる税金

所得金額に応じてかかります。

資本金等の金額区分に応じて
かかる均等割と、当期の法人
税額に応じてかかる法人税割
からなります。

原則所得金額に応じてかかり
ます。

決算日の翌日から2ヵ月以内に
本店所在地の管轄税務署に
申告します。

申告期限は法人税と同じです。
事業所等のある都道府県及び
市町村に申告します。

申告期限は法人税と同じです。
事業所等のある都道府県に
申告します。

種 類

法 人 税

法人事業税

法人住民税
①道府県民税
②市町村民税

税金の概要 申告手続き等

国
税

地
方
税
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（1）個人にかかる税金

17.　税　金
事業所得にかかる税金について
教えてください。

企業を取り巻く税金にはさまざまなものがあります。
詳しくはお近くの税務署、自治体または税理士などの専門家にお問い
合わせください。

創業の基礎知識Ⅲ

所得金額に応じてかかります。

均等でかかる均等割と、前年
の所得に応じてかかる所得割
からなります。

原則所得金額に応じてかかり
ます。

翌年2月16日～3月15日に
税務署に申告します。

所得税の確定申告をすれば
特に申告の手続きは必要あり
ません。

申告手続きは個人住民税と
同じです。

種 類

所 得 税

個人事業税

個人住民税
①道府県民税
②市町村民税

税金の概要 申告手続き等

国
税

地
方
税

（2）法人にかかる税金

所得金額に応じてかかります。

資本金等の金額区分に応じて
かかる均等割と、当期の法人
税額に応じてかかる法人税割
からなります。

原則所得金額に応じてかかり
ます。

決算日の翌日から2ヵ月以内に
本店所在地の管轄税務署に
申告します。

申告期限は法人税と同じです。
事業所等のある都道府県及び
市町村に申告します。

申告期限は法人税と同じです。
事業所等のある都道府県に
申告します。

種 類

法 人 税

法人事業税

法人住民税
①道府県民税
②市町村民税

税金の概要 申告手続き等

国
税

地
方
税

31



沖縄を元気にする
企画会社を作るぞ！

センスのある
お店にしたいわ

創業の
手引

沖縄振興開発金融公庫は
創業支援に積極的に取り組んでいます。
くわしくは、最寄りの本・支店にお気軽にご相談ください。

地元食材を活かした
フレンチのお店！

素敵なフワラーショップを
開きたいわ

これまでの経験が
活かせるぞ

地元の美味しい魚を
みんなに届けたい！

注意!
当公庫と関係のない業者が「公庫と提携している」などと装って、ダイレクトメールや
電話により融資を勧誘したり、あっせんを持ちかけるという事例が発生しています。
このような勧誘等には十分ご注意ください。

新
た
に
事
業
を
始
め
る
み
な
さ
ま
へ

ホームページアドレス
https://www.okinawakouko.go.jp/

本　店 融資第二部　生衛・創業融資班
（098）941-1830

中部支店

北部支店

宮古支店

八重山支店

（098）989-6511

（0980）52-2338

（0980）72-2446

（0980）82-2701
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